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１．はじめに 

 

総合科学技術会議は、内閣府設置法の規定に基づき国家的に重要な

研究開発について評価を行うこととされており、その実施に関しては、「総

合科学技術会議が実施する国家的に重要な研究開発の評価について」

（平成 17 年 10 月 18 日総合科学技術会議決定。以下、「評価に関する本

会議決定」という。）を定めている。この「評価に関する本会議決定」にお

いて、事前評価を実施した研究開発が終了した翌年度に事後評価を実

施することとしている。また、評価に当たっては、「評価に関する本会議決

定」に従い、あらかじめ評価専門調査会が、専門家・有識者の参加を得

て、府省における評価の結果も参考に調査検討を行い、総合科学技術

会議はその報告を受けて結果のとりまとめを行うこととしている。 

 

「最先端・高性能汎用スーパーコンピュータの開発利用」は、文部科学

省が平成 18 年度から実施した研究開発で、総合科学技術会議は平成

17 年 11 月に事前評価を実施し、その後のフォローアップの実施を経て、

平成 19 年 9 月に再度の評価を実施した。その評価の結論は、研究開発

の実効ある推進体制の整備等に関する指摘事項を踏まえて、研究開発

を実施することが適当であるとした。 

当該研究開発は、平成 18 年度から実施し、平成 24 年度に終了したこ

とから、今般、総合科学技術会議においてその事後評価を実施した。総

合科学技術会議では、評価専門調査会において当該研究開発に関係す

る分野の専門家・有識者の参加を得て実施した調査検討の結果を踏ま

えて評価を行い、その結果をここにとりまとめた。 

 

総合科学技術会議は、本評価結果を公表するとともに、文部科学大臣

に通知し、利用研究の推進等、本評価結果の施策への反映を求めること

とする。 
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２．評価の実施方法 

 

２．１．評価対象 

 

○ 名称：『最先端・高性能汎用スーパーコンピュータの開発利用』 

 

○ 実施府省：文部科学省 

 

○ 実施期間：平成 18 年度から平成 24 年度までの 7 年間 

 

○ 予算額：国費総額は、約 1111 億円 

 

○ 事業計画内容：「最先端・高性能汎用スーパーコンピュータの開発利

用」は、スーパーコンピューティング分野において、今後とも我が国が

世界をリードし、科学技術や産業の発展を牽引し続けるために、スー

パーコンピュータを最大限活用するためのソフトウェア等の開発・普及、

世界最先端・最高性能の汎用京速（京速=10PFLOPS）計算機システ

ムの開発・整備、及び、これを中核とする世界最高水準のスーパーコ

ンピューティング研究教育拠点の形成、また、研究水準向上と世界を

リードする創造的人材の育成を総合的に推進するものである。 

 

○ 実施研究機関：独立行政法人理化学研究所 ほか 

 

２．２．総合科学技術会議による事前評価等の実施 

 

総合科学技術会議は、平成 17 年 11 月に事前評価を行い、ナノテクノ

ロジー、ライフサイエンスなど、各種の応用分野からスーパーコンピュー

タの利用分野の拡大と高速化が求められており、10PFLOPS 級の性能を

有し、広範なニーズに対応可能な計算機が必須であるとして、以下の 5

つの指摘事項[①ターゲットを明確にした開発の推進、②京速計算機シス

テムの構成の最適化、③開発投資の効率化、④マネジメント体制の構築、

⑤ロードマップの明確化その他]を付して、実施することが適当とした。 

また、プロジェクト開始 1 年目（平成 18 年 10 月）に、評価専門調査会

が事前評価(平成 17 年 11 月)のフォローアップを実施した。指摘事項に対
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し積極的な取組が見られたものの、一部の開発体制の確立、アーキテク

チャ案の決定などについて作業の遅れが見られた。これらに関して、引き

続き全力を挙げて取り組むよう対応を求めた。 

 

アーキテクチャの概念設計終了後（平成 19 年 9 月）、評価専門調査会

が2回目の事前評価を行った。理化学研究所が作成したシステム構成案

は適切なものであり、以下の 5 つの指摘事項[①計画の弾力的な推進、

②関係府省と連携しアプリケーションの拡大を促進する取組の実施、③

ハードウェア開発とソフトウェア開発の相互に連携した開発の推進、④人

材養成を含めた本システムの運用・サポートに係る体制整備、⑤産業へ

の波及に配慮した研究推進]を付して、引き続き研究開発を進めるべきで

あるとした。 

 

２．３．評価目的 

 

総合科学技術会議は、事前評価の結果やそのフォローアップの結果

等を踏まえた実施状況等を検証し、その結果を公表することにより総合

科学技術会議としての説明責任を果たすとともに、担当省等による当該

研究開発成果の施策への活用や、次の段階の研究開発への展開等を

促進することを目的として評価を実施した。 

 

２．４．評価方法 

 

「評価に関する本会議決定」に基づき、評価専門調査会が担当省にお

ける評価結果も参考として調査検討を行い、その結果を受けて総合科学

技術会議が評価を行った。 

 

評価専門調査会における調査検討は、「総合科学技術会議が事前評

価を実施した研究開発に対する事後評価の調査検討等の進め方につい

て」（平成 21 年 1 月 19 日 評価専門調査会決定）に基づき、評価専門調

査会の会長が指名する有識者議員及び専門委員、同会長が選考した専

門家・有識者から構成する評価検討会を設置し、文部科学省からの研究

開発成果、その効果、マネジメントの実施状況等についてのヒアリングな

どを行い、調査検討を実施した。 
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３．評価結果 

 

 

３．１．研究開発成果と目標の達成状況等 

 

３．１．１． 研究開発の目的・構成 

 

「最先端・高性能汎用スーパーコンピュータの開発利用」は、スーパー

コンピューティング分野において、今後とも我が国が世界をリードし、科学

技術や産業の発展を牽引し続けるために、スーパーコンピュータを最大

限活用するためのソフトウェア等の開発・普及、世界最先端・最高性能の

汎用京速（京速=10PFLOPS）計算機システムの開発・整備、及び、これを

中核とする世界最高水準のスーパーコンピューティング研究教育拠点の

形成、研究水準向上と世界をリードする創造的人材の育成を総合的に推

進するものである。 

これにより、計算科学技術を発展させ、広汎な分野の科学技術・学術

研究及び産業における幅広い利用のための基盤を提供し、我が国の競

争力強化に資するとともに、材料や医療をはじめとした多様な分野で社

会に貢献する研究成果を挙げることを目的とする。 

 

本プロジェクトにおいては、①世界最先端・最高性能の汎用京速計算

機システム（「京」）の開発・整備、②「京」を最大限活用するためのソフト

ウェア等の開発・普及、③「京」を中核とする世界最高水準のスーパーコ

ンピューティング研究教育拠点(COE)の形成、の3つの目標が設定されて

いる。 

プロジェクトに要した経費（全て国費）は、総額約1111億円、うち「「京」

のハードウェアの開発」が約793億円、「ソフトウェア開発」が約126億円、

「研究教育拠点形成」が約193億円となっている。 

 

 

３．１．２．研究開発成果に係る文部科学省の評価結果 

 

文部科学省では、本プロジェクトの最終年度である平成24年度に、外

部有識者からなる評価委員会を設置し、事後評価報告書をとりまとめ、こ
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れに基づき、科学技術・学術審議会研究計画・評価分科会において、事

後評価結果を決定している。 

文部科学省の事後評価結果によれば、スーパーコンピュータ「京」の開

発・整備に関して、以下の成果が得られている。 

 

①LINPACKにおいて29時間以上の連続実行で93%を超える実行効率

を実現、優れた実行効率と信頼性を達成。 

②消費電力について、12.7MWという汎用性の高いスーパーコンピュー

タとして優れた性能を達成。 

③世界に先駆けてLINPACK性能で10PFLOPSを達成。 

④スーパーコンピュータの世界ランキングTOP500で1位を獲得。 

⑤HPC Challenge Awardの全項目で最高性能を達成。 

 

また、「京」を最大限活用するためのソフトウェア開発（グランドチャレン

ジアプリケーション）は、ナノテクノロジーとライフサイエンスの2分野に対

して行われ、以下のような成果が得られている。 

 

     ＜次世代ナノ統合シミュレーションソフトウェア＞ 

①「実空間第一原理ナノ物質シミュレータ（HP-RSDFT）」、「液体の統

計力学理論計算RISM/3D-RISM」など、6本の中核アプリケーション

を開発。 

②38本の付加機能ソフトウェア及び2本の連携ツールを開発。 

 

＜次世代生命体総合シミュレーションソフトウェア＞ 

①マルチスケール・マルチフィジックス心臓シミュレータ(UT-Heart)など、

31本のアプリケーションを開発。 

②ライフサイエンス分野における計算科学技術を大きく発展させ、医用

工学等へ計算科学技術を駆使した新技術への道筋を明らかにした。 

 

また、「京」を中核とする世界最高水準のスーパーコンピューティング

研究教育拠点(COE)の形成に関して、以下の成果が得られている。 

 

①理化学研究所において計算科学研究機構(AICS ： Advanced 

Institute for Computational Science)を発足させ、運用技術部門

4チーム、研究部門16チームを整備。 

② 海 外 の 研 究 機 関 等 と 国 際 交 流 協 定 (MOU ： Memorandum of 
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Understanding)を締結する等、国際的な研究開発拠点としての活動

を実施。 

③戦略機関と連携して連携推進会議、国際シンポジウム等を開催。 

 

 

３．１．３．目標の達成状況 

 

本プロジェクトの成果に対して文部科学省が行った外部専門家による

事後評価結果に示されているとおり、本プロジェクトにおいて、評価すべ

き多くの成果があったと認められる。 

 

「世界最先端・最高性能の汎用京速計算機システム「京」の開発・整

備」については、当初予定した平成24年6月よりも早い時期（平成23年11

月）にLINPACK性能で10PFLOPSを達成し、また、目標としたHPC 

Challenge Awardの4項目での最高性能についても達成しており、当初の

目標に即したハードウェアの開発が行われたと認められる。 

 

「「京」を最大限活用するためのソフトウェア等の開発・普及」について

は、グランドチャレンジアプリケーションとして、ナノテクノロジー及びライ

フサイエンスの分野で計77種のソフトウェアを開発し、これらのうち、24本

で8000並列以上の大規模並列計算を実現し、また、このうちの5本で

PFLOPS級の実効性能を達成した。「京」の性能を最大限活用するため

のソフトウェア等の開発は着実に進められたと認められる。 

また、グランドチャレンジアプリケーションは一般ユーザ向けに公開さ

れ、これらを利用した研究が行われており、ソフトウェアの普及も進めら

れていると認められる。 

 

「「京」を中核とする世界最高水準のスーパーコンピューティング研究

教育拠点(COE)の形成」については、理化学研究所に計算科学研究機

構(AICS)を設置し、計算機科学分野と計算科学分野の連携による国際

的な研究拠点として、多くの研究者・技術者を育成するとともに、海外か

らの研究者も研究活動を行っている。また、海外の研究機関等とMOUを

締結する等、国際的な活動も開始するなど、COE形成に向けての枠組み

が整えられており、今後、着実に活動が続けられることが期待される。 

国内外の人材の登用・活用による研究を推進するとともに、「京」の利
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用者を対象とした講習会の開催、大学院生や若手研究者を対象としたサ

マースクール開催といった教育面での活動も積極的に行われていること

が認められる。 

 

 

３．２．科学・技術的、社会・経済的、国際的な効果等 

 

３．２．１．科学・技術的、社会・経済的、国際的な効果 

 

「京」の性能については、世界最高水準の演算性能を有するとともに、

実行効率、信頼性においても、また、演算性能あたりのメモリ容量、

CPU・メモリ間のデータ転送性能、CPU間のデータ転送性能においても、

米国製スーパーコンピュータの「Titan」や「Sequoia」を凌ぐ高い水準を

達成したと認められる。 

本プロジェクトにおいて開発されたソフトウェアも、「京」の性能の最

大限の利活用を図るという観点で開発されたものであり、一般に向け

て公開も進められ、今後、学術分野および産業分野において研究成果

がもたらされることが期待される。 

「京」は、「特定先端大型研究施設の共用の促進に関する法律（以

下、共用法）」の枠組みに基づき、社会的・国家的に重要な課題の解

決を図るとともに、その性能を最大限に活用する観点からHPCI(High 

Performance Computing Infrastructure)戦略プログラムが定められ、利

活用が図られている。 

「京」の性能を最大限に活かした利用研究の成果が2年連続でゴー

ドン・ベル賞を受賞するなど、国際的にも評価されるインパクトのある

成果が得られている。具体的には、次世代の電界効果トランジスタへ

の適用を考えた10万原子のシリコン・ナノワイヤの電子状態について、

世界で初めてナノレベルの高精度シミュレーションを実現した。また、

約2兆個におよぶダークマター粒子の宇宙初期における重力進化を対

象とした世界最大規模のシミュレーションを実現した。 

また、SACLAやSPring-8、J-PARCとの連携による研究が進められ、

数値シミュレーション手法と実験的手法の特性を相互に補い合う形で

の研究成果の創出が期待される。既にSPring-8、J-PARCとの連携に

よる研究が進められており、SACLAに関しては得られる膨大な量のデ

ータを「京」に効率的に転送し、高度な解析を実現するための情報基
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盤の整備が進められている。 

産業界における「京」の利用については、共用法の枠組みの下で産業

利用枠が設けられ、既に開始されている。共用開始から短期間であるが、

一部で成果が得られつつある。例えば、製薬企業11社が参画し、タンパ

ク質と化合物の結合予測を世界最大規模（189.3億ペア）で実現し、イン

シリコ創薬の基盤構築を進めている。また、一部のタイヤ製造メーカにお

いては、ゴム内部の構造についての分子レベルでのシミュレーションを行

い、低燃費性と高グリップ性能を両立する新しいタイヤ用ゴム素材の開

発に成功している。 

国際的な効果については、計算科学研究機構(AICS)において、米国、

独国、豪州とMOUを結び、「京」を利用した国際共同研究の取組を進めて

おり、「京」の国外での活用による国際的な貢献が期待される。 

 

 

３．２．２． 「京」の利活用 

 

（戦略的な利活用の取組） 

 

共用法の枠組みの下で、文部科学省の主導のもとに、HPCI計画推進

委員会の提言を踏まえ、「京」の性能を最大限に活用しつつ、社会的・国

家的な見地から優先的に取り組むとともに、広範な分野における多様な

研究者のニーズにも応えていく必要があるという考え方に基づき、「戦略

プログラム利用枠」や「一般利用枠」等の利用枠を定めている。 

戦略プログラム利用枠には、全体に対し約50％の計算資源が割り当

てられており、社会的・学術的に大きなブレークスルーが期待できる5つ

の戦略分野を定めたHPCI戦略プログラムに基づく実施課題に戦略的に

取り組むこととされている。 

さらにその中で、「京」ならではの性能の最大限の活用が必要なもので

あって、かつ画期的な科学的成果または社会的課題の解決に資する成

果が見込まれる課題に対し、①他の課題よりもジョブ実行の優先度を高

くする、②3PFLOPS以上の大規模計算に対し4日/月の専用日を設定す

る、等の配慮を行っている。 

このように、「京」ならではの性能の最大限の活用に配慮しつつ、社会

的・国家的に重要な課題を解決すべく、戦略的な利活用が図られている

と認められる。 
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（運用・サポートの体制の充実） 

 

「京」の運用については、開発・共用の主体である理化学研究所、登録

機関である高度情報科学技術研究機構(RIST)、HPCIコンソーシアムの

三機関の連携の下に進められており、また、登録機関であるRISTに一元

的相談窓口（ヘルプデスク）を設け、「京」の利用者に対する支援を行うた

めの体制を整備している。 

今後、既に整備されているHPCIコンソーシアムの体制等を通じて利用

者のニーズの把握も行いつつ、更なる利活用の促進のための環境整備

を図るため、必要に応じて運用・サポートの体制の強化やアプリケーショ

ンの充実等の取組を進めることが望まれる。 

「京」の利活用において、演算データの大規模な並列処理を実行する

にはアプリケーション・ソフトウェアの最適化が必要となる場合があり、そ

のための高度なプログラミング技術が求められる。今後の「京」の利活用

の動向に応じて、このようなプログラミングに関して、また、大規模な演算

データ処理への対応に関するものも含め、十分なコンサルティング体制

を構築する必要がある。 

こうした運用・サポートの体制、あるいはコンサルティング体制の確保

に向けては、人材の確保や育成が重要な課題となっているとの意見があ

り、長期的な視点に立った対応が必要である。 

 

（今後の利活用に向けて） 

 

社会に貢献する研究成果を得るため、引き続き「京」の利活用を促進

するための取組を進めるとともに、利活用の状況について適切にフォロ

ーアップを行っていくことが必要である。 

上述の運用・サポートの体制の確保に加え、利用を拡大していく取組

の視点が重要であり、例えば、ビッグデータを扱った複数のアプリケーシ

ョンを連動させる連成シミュレーションを行う等により、従来にない観点も

含め、複数の分野間での統合的な解析を進め、社会的課題の解決を図

る等、「京」ならではの性能を活かした利用のニーズを的確に捉えていく

ことが期待される。 

産業分野も含めた利用者のニーズの把握のために、既に構築されて

いるHPCIコンソーシアムの枠組みを有効に活用するとともに、関係府省

との連携を進める必要がある。 
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３．２．３．人材育成 

 

本プロジェクトにおいて形成された研究教育拠点である計算科学研究

機構(AICS)においては、国内外の人材の登用・活用を図り、さらには大

学・企業からリサーチアソシエイト、研修生を積極的に受け入れて研究を

推進しており、こうした研究活動を通じた若手研究者の育成に取り組んで

いる。 

また、大学院生や若手研究者を対象としたサマースクールの開催、近

隣大学の大学院における連携講座としての大規模計算科学講座の設置、

講習会の開催等の教育活動を行っている。 

「京」の今後の利活用による研究成果の発現に向けて、また、今後の

我が国におけるスーパーコンピューティング技術力の維持・向上に向け

て、ソフトウェアの開発、運用やサポート、ユーザーサイドも含めた様々な

分野での人材育成が必要である。 

特に、計算機科学分野と計算科学分野の双方に精通する、あるいは

応用分野の研究者でこれらの分野にも精通する人材の育成や、今後の

スーパーコンピューティング技術の方向性やシステムのあり方について

企画・立案できるような計算機科学の専門家の育成が望まれる。 

AICSでの取組のみならず、今後、このような様々な分野での人材育成

への取組が行われ、成果を発揮することが期待される。 

 

 

３．３．研究開発マネジメントの実施状況等 

 

本プロジェクトの実施にあたっては、開発主体である理化学研究所内

に「次世代スーパーコンピュータ開発実施本部」を設置し、選定されたプ

ロジェクトリーダの下で、マネジメントを行う体制が整備されるとともに、文

部科学省の中間評価結果を踏まえ、第三者による評価・助言機能を担う

技術諮問委員会が設置されている。 

こうした体制の下で、中間評価等を踏まえた実施内容の見直しといっ

たマネジメントが行われた。 

また、「京」のシステム構成について、当初、ベクトル演算部とスカラ演

算部からなる複合システムとすることとされ、開発が進められたが、その
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後の研究開発の状況や国際的な開発動向を踏まえ、スカラ型単一シス

テムに変更されている。海外の動向などを踏まえた計画の弾力的な推進

が図られたものと認められるが、文部科学省の事後評価においても指摘

がなされているとおり、今後同様のプロジェクトを実施する場合には、技

術動向等について十分見通し、計画を立案することが望まれる。 

また、本プロジェクトにおいては、開発されたソフトウェアの中からター

ゲットとなるアプリケーション・ソフトウェアを選定し、これに適合するよう

にハードウェアを設計するといった形での、ハードウェアとソフトウェアの

協調設計が実施されており、研究分野間の相互の連携が適切に行われ

たものと評価できる。 

 

 

３．４．その他 

 

本プロジェクトの実施を踏まえ、今後のスーパーコンピュータに関する

研究開発の検討に際しては、効率的な開発投資の観点を踏まえつつ、

LINPACK性能の指標だけでなく、利用者のニーズや解決を図るべき社会

的課題等を踏まえ、求められる性能に着目した目標の設定について検討

を行う必要がある。 

 

 

３．５．まとめ 

 

「最先端・高性能汎用スーパーコンピュータの開発利用」は、スーパー

コンピューティング分野において、今後とも我が国が世界をリードし、科学

技術や産業の発展を牽引し続けるために、スーパーコンピュータを最大

限活用するためのソフトウェア等の開発・普及、世界最先端・最高性能の

汎用京速計算機システムの開発・整備、及び、これを中核とする世界最

高水準のスーパーコンピューティング研究教育拠点の形成を行い、研究

水準向上と世界をリードする創造的人材の育成を総合的に推進するもの

として開始された（プロジェクトで要した経費（国費総額）は、総額約 1111

億円）。 

 

（１）本プロジェクトの目標である「世界最先端・最高性能の汎用京速計算

機システムの開発・整備」に関しては、当初の予定よりも早くに LINPACK

性能で 10PFLOPS を、また、HPC Challenge Award の 4 項目で高性能を
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達成しており、当初目標に即した開発が図られたと認められる。 

また、「スーパーコンピュータを最大限活用するためのソフトウェア等の

開発・普及」に関しては、「京」の性能を最大限活用するためのソフトウェ

ア等の開発は着実に進められたと認められる。また、一般ユーザ向けに

公開され、これらを利用した研究が行われており、ソフトウェアの普及も

進められていると認められる。 

「世界最高水準のスーパーコンピューティング研究教育拠点(COE)の

形成」については、計算科学研究機構(AICS)が設置され、教育面での取

組や、海外の研究機関等と国際交流協定（MOU）を締結する等の国際的

な活動も開始されており、今後、COE形成に向けた着実な活動が続けら

れることが期待される。 

 

（２）「京」の戦略的な利活用の取組については、「京」の性能を最大限に

活用しつつ、社会的・国家的な見地から優先的に取り組むべきテーマに

対し、戦略プログラム利用枠として、全体の約50％の計算資源を割り当

てている。その中で、「京」の性能の最大限の活用が必要で、かつ画期的

な科学的・社会的な研究成果が見込まれるものを「重点課題」に設定し、

優先的な利用が行えるよう配慮を行っているなど、戦略的な利活用が図

られていると認められる。 

 

（３）今後、利活用の促進の環境整備を図るため、運用・サポートの体制

の強化等の取組を進めることが望まれる。「京」の利活用を図る上で、ア

プリケーション・ソフトウェアの最適化が必要となる場合があり、今後、こ

のような高度なプログラミングに関してのコンサルティング体制を構築す

る必要がある。 

また、こうした運用・サポートの体制、あるいはコンサルティング体制の

確保に向けては、人材の確保や育成が重要な課題であり、長期的な視

点に立った対応が必要である。 

社会に貢献する研究成果を得るため、今後も引き続き「京」の利活用

を促進するための取組を進めるとともに、利活用の状況について適切に

フォローアップを行っていくことが必要である。 

 

（４）人材育成については、今後の我が国におけるスーパーコンピュー

ティング技術力の維持・向上に向けて、ソフトウェアの開発、運用やサポ

ート、ユーザーサイドも含めた様々な分野での検討が必要である。特に、

計算機科学分野と計算科学分野の双方に精通するあるいは応用分野の
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研究者でこれらにも精通する人材の育成や、今後のスーパーコンピュー

ティング技術の方向性やシステムのあり方について企画・立案できるよう

な計算機科学の専門家の育成が望まれる。 

 

（５）今後のスーパーコンピュータに関する研究開発の検討に際しては、

効率的な開発投資の観点を踏まえつつ、LINPACK性能の指標のみなら

ず、利用者のニーズや解決を図るべき社会的課題等を踏まえ、求められ

る性能に着目した目標の設定について検討を行う必要がある。 
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